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ＳＲＩ型投資信託という選択肢ＳＲＩ型投資信託という選択肢
日本の主要な公募型SRI投資信託一覧
運用機関 名称 ﾌｧﾝﾄﾞ形態 評価機関 設定日 社会・環境スクリーン 基準価格（\ ) 純資産残高 (\百万)

日興アセット 日興エコファンド 国内株式 グッドバンカー 1999/8/20 環境 10,607 35,702

損保ジャパン・アセット ぶなの森 国内株式 自社 1999/9/30 環境 12,158 21,513

興銀第一ライフ・アセット エコ・ファンド 国内株式 グッドバンカー 1999/10/29 環境 10,411 5,419

UBSグローバル・アセット エコ博士 国内株式 日本総研 1999/10/29 環境 10,480 3,132

ＵＦＪパートナース投信 みどりの翼 国内株式 UFJ総研 2000/1/28 環境 9,616 2,670

朝日ライフアセット あすのはね 国内株式 エチベル 2000/9/28

環境、雇用、消費者
対応、社会貢献 10,618 4,987

三井住友アセット 海と空 国内バランス インタリスク総研 2000/10/31 環境（温暖化） 10,499 1,271

日興アセット 日興　グローブＡ 国際株式 DJＳＧＩ 2000/11/17 経済･社会・環境 14,027 983

日興アセット 日興　グローブＢ 国際株式 DJＳＧＩ 2000/11/17 経済･社会・環境 8,631 493

大和住銀投信 ＭｒｓグリーンＡ 国際株式 Innovest 2001/6/15 環境 11,985 1,291

大和住銀投信 ＭｒｓグリーンＢ 国際株式 Innovest 2001/6/15 環境 14,229 2,545

UBSグローバル・アセット UBSグロ－バル４０ 国際株式 DJSAM 2003/11/7 社会・環境・経済 15,162 3,878

住友信託アセット* グッドカンパニー 国内株式 日本総研 2003/12/26 社会・環境・経済 11,495 52,689

大和投信委託** ダイワSRIファンド 国内株式 インテグレックス 2004/5/20 倫理・法令順守 12,978 9,544

野村アセット ノムラグローバルSRI100 国際株式 FTSE 4Good 2004/5/28 社会・環境・経済 14,872 4,528

野村アセット
モーニングスターSRI　イ
ンデックス・オ-プン 国内株式 MS-SRI 2004/7/30 社会・環境・経済 15,004 2,981

三菱UFJ投信 三菱UFJSRIファンド 国内株式 グッドバンカー 2004/12/3

雇用（ファミリーフレ
ンドリー） 13,721 4,513

AIG投資顧問
AIG/りそな　ジャパン
CSRファンド 国内株式 IRRC 2005/3/18

環境･社会・コーポ
レートガバナンス 10,322 14,166

AIG投資顧問
AIG-SAIKYO日本株式
CSRファンド 国内株式 IRRC 2005/3/18

環境･社会・コーポ
レートガバナンス 10,400 3,624

損保ジャパン・アセット
損保ジャパンSRIオープ
ン 国内株式 MS-SRI 2005/3/25 社会・環境・経済 12,593 1,700

AIG投資顧問 AIGひろぎん日本株式ＣＳ 国内株式 IRRC 2005/4/28

環境･社会・コーポ
レートガバナンス 11,898 730

大和投信委託 ダイワ・エコ・ファンド 国内株式 日本総研 2006/3/9 環境・経済 9,619 58,834

興銀第一ライフ・アセット 自然環境保護ファンド 国内株式 ｲﾝﾃｸﾞﾚｯｸｽ 2006/5/26 倫理。法令遵守 10,503 3,982

合計  21本 241,175

注 )基準価格と純資産残高は2007年4月26日現在

＊2005/12/26に分配金5500円 , **2006/5/19に分配金2500円

志のあるお金
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最後に最後に……アナン事務総長メッセージアナン事務総長メッセージ

金融は世界の経済を動かす原動力となっているが、投資の意思決定プ
ロセスや株式所有の実際において、社会環境側面が充分に考慮されて
きませんでした。
・・・（中略）・・・『持続可能な発展』は、いくら草の根や政治的なサポート
を得たとしても、持続可能な発展の観点が投資判断や評価に上手く組
み込まれなければ、それが牽引力を持つことは難しいと考えます。
近年、国連グローバルコンパクトの署名などを通じて、より多くの企業が
ＣＳＲを考慮するようになって来ています。しかしながら、わずかな例外を
除いて、こうした努力は金融コミュニティにおいては認識されないか、ま
た評価されることはありません。
その主たる要因は投資家に、こうした問題に対する関心が欠けているた
めではなく、個人や機関投資家がリスクとチャンスを充分に計測するた
めの共通のガイドラインが存在しないためです。このニーズに応える為
に責任投資原則は策定されました。

出所）UNEP Finance Initiative, The Global Compact‘Principles for 
Responsible Investment’ www.unpri.org


